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教育を受ける権利における自由権的側面の権利内容

一一一学習権の判例に着目して一一一

1.問題の所在と研究の呂的

憲法26条の「教育を受ける権利Jは，制定の

当初から，憲法学において純粋な社会権として

解釈されてきた(君塚， 2011， p. 11) 0 1955年ご

ろになると，国家による教育への介入の強化に

対抗し，由民の権利や教育の自由論を導き出す

ために，教育学者によって，教育を受ける権利

を学習権として解釈する学習権説が構築された

(堀尾， 1979， pp.79-80)。学習権とは， I教育の

方針-内容-方法を決定する権能を教育権……

と言うが，これに対して，学習する主体の自発

性・能動性に着自し この面から教育に関する

権利をとらえる概念J(牧， 2002， p. 326)であ

る。学習権説は，学習の自由を原理とし(兼子，

1978， p. 228))教育を受ける権利が，社会権的

側面(作為請求権)だけでなく，自由権的側面

(不作為請求権)をも有することを強調して解釈

する(牧)2002， pp. 327-328)。そして現在，学

習権説は， I教育を受ける権手IJJを解釈する学説
の中で主流を占めるとされる(植野)2014， p. 

28)。

ここで問題となるのは，学習権という概念が

生まれたことによって，学習者にとって，教育

を受ける権利の自由権的側面におけるどのよう

な権利内容が承認されてきたのかである。

そこで本稿は，教育を受ける権利の自由権的

側部における権利内容を明らかにするために，

裁判が承認あるいは否認してきた学習権の権利

内容を明らかにすることを呂的とする。
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学習権が権利内容を有することについて，学

習権説が構築された1970年代当時，堀尾と牧は

次のように述べている。日教育を受ける権利j

は……子どもの人権の中核をなす学習権の実定

法的規定であり，子どもの学習権が，架空の，

抽象的権利ではなく，現実的かっ有効な権利と

して認められたことを意味するJ(堀尾)1971， p. 

311)， I…… f教育を受ける権利jとして憲法上

表現されている『教育の権利jは，少なくとも

今日では，極めて能動的な権利，権利性を明確

にした一一宣言ではない一一権利なのである。

それは，学習権，発達権という言葉にも示され

るように，自己自身を形成していく主体的な人

権としてとらえられるのであるJ(牧， 1971， p. 

17)。これらの記述から，学習権説が構築され

た当初から，学習権は「現実的かつ有効jで

「権手IJ性を明確にしたjものであると捉えられて

きたことが確認される。

権利が「有効Jで「権利性jをもつためには，
権利に裁判で救済される程度の具体的な権利内

容がなければならない。もし具体的な権利内容

がなければ，その権利はまさに「架空の権利J
となる。肝心なのは，学習権がどのような権利

内容を有するのかである。

しかし，学習権の権利内容については，大島

(20l3)や籾間 (20l3)によれば，学習権説が

構築されてから現在までの間，十分に検討され

てこなかったとされる。「……憲法学説や判例が

学習権を承認したことによって，その第一義的

主体である子どもが学習権を宥することの具体

的効果としてどのような権利・利益を持つのか，

それらがいかなる性格のものかといった議論が
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深められてきたようには思われないJ(大島，

2013， p. 428) ，ト・…憲法学，教育学の分野で

は，肝心要の子どもの存在は背後に後退し，政

治的イデオロギーの文脈で教育権の所在の議論

が展開した時期が長く f子ども j を I~コ核におい

た議論がなされるようになってから日はまだ浅

しづ(籾同，2013，p. 106)。

このような課題状況を踏まえると，学習権と

いう概念によって，学習者にとって，教育を受

ける権利の自由権的側面におけるどのような権

利内容がどのような論理で承認されてきたのか

を検討する前提として，まず学習権がどのよう

な権利内容を有するのかを明らかにしなければ

ならないことになる。

2.研究の方法

権利がどのような権利内容を有するのかを明

らかにする方法として 判例を分析する方法と

学説を分析する方法がある。本稿では半IJ例を分

析し，学説の分析は今後の課題とする。判例を

検索するにあたり，第一法規株式会社がウェブ

サイト(1)において提供する会員制の法情報総合

データベース ID1-Law.comJの「判例体系j

を利用する。「判例体系jには， 2014年11月26

日時点で229，513件の判例が収められている(第

一法規株式会社，2014a) 0 I判例体系jに収録さ

れている判例集のうち， I学習権jという語を用

いる判例を含むものの一覧を表 1に示す。

対象とする判例は 2014年12月1日時点にお

いて， ID1-Law.comJにおける l:f日例体系Jを

「学習権jという文字列でフリーワード検索して

検索結果として示されたもの (2)のうち，学習者

を権利主体とする学習権の権利内容を記述した

ものとする。この検安により， I半IJ例体系jにお

ける各判例データのうち， I本文J，I要旨J，I解

説jのいずれかの中で「学習権Jという語が用

いられているものが抽出できる。なお本稿では，

学習権の権利内容に関する検討が十分になされ

てこなかった経緯を踏まえ，学習権が有しうる，

なるべくたくさんの権利内容を網羅的に収集す

ることをねらう。そのため，下級審と上級審を

医別せず分析の対象とする。

表 1 I判例体系j収録半IJi91J集のうち
「学習権jを用いる判例を含む

ものの一覧 (2014年12月時点)

収録判例集名
J)財布詑問

IJ融合 最終

最高裁判所民司f.'F1J例集 1巻 68巻4号
最高裁判Jï府FlJ~rq:1J例集 1巻 68巻4号
最高裁判所裁判集民事 1号 682号
高等裁判所長]iJr~I:IHfIJ集 1巻]号 54巻2号
高等裁判所)HJ事判例集 1巻 1号 54巻2号

行政事件裁判例集 1巻
48巻
11・12号

品~ì~月報 l巻1号 60巻8号
裁判所持報 2号 1614 -¥y 
三I'IJ例11寺報 1 フ口ラ' 2234号
'j:1J{タjタイムズ 1 ー5ヴコ 1405号
労働判例 175号 1099 -¥号
'I'IJ伊JHh方自治 1号 386号
裁判所ウェフ、サイト

掲載判例

地方公務員関係法令・

実例・判例集

(第一法規株式会社(2014b)) 

学習権の権利内容について判断を下している

記述を分析する枠組みとして，結城 (2007) に

よる学習権の保護領域・法益の区分を参照する。

結城は学習権の保護領域・法益を，次の 4つに

区分している(結城，2007，p. 136)。①ミニマム

の保障を求める基本権は， I人が生存を維持Jす
るための権利であると説明されていることから，

学習権の社会権(作為請求権)的側面を指して

いると解される。学習者が 自らの学習のため

に学校・教師等が行うべき最小限度のことを，

現実に行うように求める権利である。②発達権

は， I人格の自由な発展を保障jする権利である

と説明されていることから，大摘みには学習権

の自由権(不作為請求権)的側面を指している

と解される。ただし 「国・地方自治体の学校教

育権能との関係においては 学校教育(制度)

はそこにおいて各人の多様な能力や関心が発展

できるように形成され 運営されるように求め

ることができる権利を含んでいるjと補足され

ていることから，単に国からの不当な介入を拒

否するだけではなく，学習権の自由権的側面が

保障されるよう国に対して条件整備を請求する

権利も含まれていると考えられる。本稿ではこ

の権利も含めて「学習権の自由権的側面Jと呼

称する。③教育へのアクセス権は， I教育の機会
均等の涼則によって法原理的に担保されている
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ものjと説明されていることから，教育上差別

されない権利のことであると解される。@公教

育運営への参加権は，公教育運営への生徒参加

を根拠づける手段的権利と説明されている。

3.結果:判例にみる学習権の権利内容

2014年12月時点における D1-Law.comの判

例データによると， I学習権Jという語を用いる

判例の数は122件であった。うち，学習者を権

利主体とする学習権の権利内容に関する記述を

含む判例 (3)の数は22件であった。これら22件の

判例の概要を，裁判年月日が新しい}II買に，表2

に示す(心。

これらの学習権の権利内容のうち裁判所が判

断しているものを，先述した結城 (2007)の4

IK分によって分類し，さらに権利内容を承認す
るものと否認するものに分類すると，次のよう

になる。 4区分により分類し難いものは，①権

利内容の全体に関わるものに分類した。各権利

内容の末尾に付した括弧内の数字は，表2にお

ける判例番号を示す。

①ミニマムの保障を求める基本権

①-1 承認するもの

-授業放棄は生徒の学習権を侵害する(8，14) 

・卒業式への参加は学習権の内容をなす(22)

-教員の中に国旗に向かつて起立し，国家を斉

唱する教員とそれらを拒否する教員とがいた

場合，児童・生徒が国旗・国歌について正し

い認識を持ち，国旗・国歌を尊重する態度を

学ぶことができなくなり 学習権の侵害に当

たる(1)

これらはいずれも，国が学習者に対して最低

限の学習機会を現実に保障しないことは学習権

侵害にあたると判示している。ここで承認され

る学習権の権利内容は，学習者は匿に最低限の

学習機会を保障するょっ請求することができる

というものであり，これは学習権の社会権的側

面の典型的な例である。国旗・国歌にまつわる

権利問題は，思想、・良心の自由が主題となるこ

とが多い。しかしこの例は，学校行事において

包旗を掲揚し，国歌を斉唱する場面が，学習者

にとって国旗・国歌を尊重する態度を学ぶ機会

であるとの視点から，学習権の社会権的側面が

主題となっている。

-小学校長は，科学的，教育的，心理学的，医

学的見地から諸般の事情を考慮して総合的に

評価した上で，障害を有する児童を特殊学級

に入級させるか否かを決定すべき義務を負う

(4) 

-小学校長は，校内全体の人事配置の均衡を留

りながら，教育的見地から諸般の事情を総合

的に判断した上で，その配置を決定すべき義

務を負う (4)

-在籍する小学校の教職員による違法な作為-

不作為によって登校を拒絶するに至った場合

等特段の事'情が存する場合には，小学校長は，

児童が再度登校をすることができるよう何ら

かの措量を講じるべき義務を負う (4)

-校長は，児童の校長室登校が決定されるにあ

たって，まず事実関係を正確に把握した上，

児童を校長室登校させる必要性の有無及び期

間はもとより，これが児童及び本件小学校全

体の教育に及ぼす影響 更には校長室登校を

した後児童をいつどのようにして教室に復帰

させるか等の将来的な展望等を十分検討して

填重に判断すべき (5)

-心身障害を有する子どもは，学習権保離のあ

るべき内容について，その時々における揮害

児教育に関する科学と実践及び学校教育体系

金体とのかかわりにおける様々な評価や，こ

れらについての利害関係者の議論を踏まえた

上で，極めて合自的的に判断されるべき (7)

これらは，特別な支援を必要とする学習者や

不登校・校長室登校の学習者に対して教育的配

慮を施すべきであると判示している。この考え

方は，社会的弱者の保護を目的とする社会権の

理念と合致する。

①-2 否認するもの

.学習権の一内容として卒業式に出席する権利

を実定法上認めるべき根拠はない(20)

この論拠は，実定法上認めるべき根拠がない
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表2 学習者を権利主体とする学習権の権利内容に関する記述を含む22件の判例の概要

半Ij裁判年月日と出典/事件名/裁判結果

1}u 。要旨(半せ例データに基づく)

番 [ r学習権Jとしづ諾の使用者} ・学習者を権利主体とする学習権の権利内容に関する記述(太字
7口7 化と下線は引用者による)

東京i笥半Ij平23年3月25日判白 356号56頁/(事件名情報なし)/控訴棄却
。公立養護学校の記合、討議におし 1て、国政Jこ向かつて起立し、白歌を斉唱することを教員に命ずる
旨の校長の腕輪令は、憲法 19条に反しない。

1 
[裁判所} ・ 国歌斉11自の指導を行うべき教員の司コにi歪旗に向かつて起立し、 i翠歌を斉唱する教
員とそれらを拒否する教員とがいた場合、 児童、生徒が国旗・国歌について正しい認識を持ら、

|翠旗.[~歌を尊重する態度を学ぶことができなくなる結果を招く。このことは児童、生徒が基礎的
知識に属する事項を学ぶ上で、はマイナスというほかなし功ミら、その意味では児童、生徒の学習権又

は教育を受ける権利の侵害に当たると評価せざるを得ないものである。

東京高判平23年1月281ヨ最民集66巻2号587頁/教職員国旗国歌訴訟控訴審判決/J京判決取泊、
却下、棄却

。都教委の発出した国旗・国歌についての通達及びこれに基づくl職務命令は、憲法19条等に週支
しておらず、適法である。

2 
[裁半Ij所} ・患うに、憲法26条は、子どもの学習権を認め、教育はこの学習権を充足すべき責務
として行われるべきことを定めたものである。しかしながら、 教育の内容及び方法を、誰がし¥

かにして決定すべく、また、決定することができるかとしづ問題に対する一定の起;論は当然には導
き出されないものの、 子どもが自由かっ独立の人格として成長することを妨げるような国家的

介入、例えば、誤った知識や一方的な鋭念会子どもに植え付けるような内容の教育を施すことを強

制するようなことは、憲法26条等の規定上告こされないと解することができる。
東京高半Ij平15年 10月1P訟月 50巻7号2043頁/検定教科書履修ま5完不干守主{泊三忍等請求控訴事
件/一部却下、一部棄却]

。個々の生徒又はその親に、憲法26条- -を根拠に、教科J=li図書;の記載によって侵害されるべき
法的利益の前主を肯定することはできないので、公立中学校生徒に給与された歴史・公民.j宙里の

各教科用図書に違憲・違法な記述があり、それによって精神的苦痛を受けたことを理由として生徒

とその親が行った ・損害H剖賞言青求には、理由がない。
{控訴A] .被控訴人らによって侵害された控訴人らの法律上保護された利益は、教育の自由、
習権ないしは誤った知識や一方的な在lt念を押し付けられず、又は特定の歴史観を強制されたり、歴
3 史観の形成について干渉されないとしづ人格的利益であり、これは憲法 26条により法的に保
護されたものである。子どもの学習権は、自由権としての憲法上の権利で、あり、その法的権利性を

認めない原審の判断は誤りである。

{裁判所1・ -この権能(教育内容を決定する留の権能、引用者注)は、個々の生徒又は続の個々
の利益というより我が国の生徒全体の一般的、抽象的利益を擁護し、社会公共の利益と関心に応え

るという巨的から認められるものというべきで、あって、その意味では、個々の生徒に教育を受ける

権利があり、あるいはその殺に教育の義務及び自由があるといっても、その権利は一般的、抽象的

権利というべきであり、各個人がどのような内容の教育を受けるかについて国又は自治体に対して

具体的に要求することは憲法上保障されているものではないといわざるを得ない。

大阪地判平12年2月17日半IjH寺1741号101頁/損害賠償等請求事件/請求棄却
。障害を有する児童を4寺殊学級に入学させるか、普通学級に入学させるかの決定に際して、一般的
には、小寺1交長に関係諸法令の定めるところによる教育環境整備義務があるとしつつ、具体的に当
該義務の違反がないとして、市に対する損害日吾(黄請求が棄却された事例。

w京告1・原告児童らは、 -不登校の状態が長期間制f続し、その結果教育を受ける1初予IJ、学習権
を侵害され、学校教育における発達の機会を奪われた。

[裁判所} -憲法二六条が保酎ーる子どもの学習権とは、困窮こ対し、合理的な教育詰披と施

4 設を通じて適切な教育の場を提供することを要求する権利であると解するのが相当であり そ
の内容は立法府の裁量lこ格当制支委ねられているとし 1うべきじある。
-・市11可村の教育委員会から児童の就学予定校として指定を受けた場合、小学校長は、就学予定

児童が心身の故障等から教育上特別な取扱いを要する児童か否かを判断し、当該児童を特殊学級に

入級させるか否かを決定すべき権限を有するとされている ・・0 -右小学校長の権限も全くの自
由裁量であると解することはできず、 /J、学校長は、科学的、教育的、心理学的、医学的見地から諸
般の事情を考慮して総合的に評価した上で、当該障害を有する児童を特殊学級に)J級させるか否か

決定すべき義務 ・を負っていると解すべきであるQ
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-個々の児童の教育の在り方については、 -子どもの学習権の性格上、子どもの個性に応じ

たより弾力的な対芯が要詰され、教師の自由な創意と工夫がより強く必要とされることとなる。

-小朝交長が、特殊学級に所属する個々の児童につき具体的な教育計画を策定する義務を当然に負

っていると解するのは相当ではない。

憲法一六条が、自に与えている教育内容の決定権限は、 -全くの自由裁量であると解すベ

きではなく、小学校長は、校内全体の人事配置の均衡を園りながら、教育的見地から諸般の事情を
総合的に判断した上で、その配置を決定すべき義務......を負っていると解すべきで、あるg

...現代社会においては、子どもの教育を支ける1務~Ijの実現において公教育制度が極めて大きな
役割を果しているのであるから、当該児童が、その在籍する小朝交の教職員による違法な作為ない

し不作為によって登校を~:ê:絶するに至った場合等特段の事情が存する場合には、小判交長は、当該
児童が再度登校をすることができるよう何らかの措置を講じるべき義務-・・を負うと解するのが
相当で、あるO

東京両判平11年 11月15日労判788号60頁/横浜市(並木第1小判交)事件/棄却
。市立小朝交の校長が、長期欠席の傾向にあった児童をクラス担任の了解を得ずに校長室登校と

し、その2週間後に自iIT記担任のクラスへ受け入れるよう求めたことに対し、これを拒んだことを主
たる理由にされた当該教諭の学級担任を解任する処分が、合理的理由に基づくものとはし¥えず、各

教師等の校務分掌に関する校長の決定権限の行使において裁量権限の逸脱又は濫用があったとし

て、違法とされた事例。。
[裁判所1・ -校長室登校は学校教育上通常予定されている教育方法ではなくこれを長期間続け
ることが望ましくないことは明らかであるから、児童の学習権を保障し適正な朝交教育の実施につ
いて責任を負う校長としては、児童の校長室登校を決定するについて、まず草案関係を正確に把握

した上、児童を校長室登校させる必要性の有無及ひ潮間はもとより、これが見童及び本件小学校全

体の教育に及ぼす影響、更には校長室登校をした後児童をいつどのようにして教室に復帰させるか

等の将来的な展望等を十分検討して慎重に判断すべきものである。

大阪地判平6年 12月20日朝l附 1534号3頁/両槻市内申書非開示処分取消訴訟第一審判決/一部
却下、一部認容
。公立中学校から公立高等学校に送付される生徒の調査書(し 1わゆる内申書)中、 「総合所見J欄
については非開示事由該当性を肯定し、 「各教科の学習の記録j、 i学習の総評j及び「身体の記
録jの各機については非開示事由該当性が否定された事例。

[J京告] .• • • 教育を受ける権利に内在している教育情報の開示請求権は、学習権の内容として
¥憲法二六条の保障を受ける。

6 -調査警は生徒が進学すべき学校を選定する際の貴重な判断資料であるから開示されるべきであ
る。 自分の進学先を決めることは・・・・子供の学習権に属する覇=再でもあり、このためにも調査

書の開示が必要である。

{裁判所] ・ 一本件条例で定められている情報開示請求権は、憲法一・から註接導き出されるも

のではなく、本件条例により創設的に認められた1載りであるというべきである。したがって、どの
ようなものを開示請求の対象とするかは、条例の制定権者が諸種の事情を検討、総合判断し、その

裁量において決定すべき事柄であり、 -調査書についても、自己情報のコントロール権、あるし 1

は、教育の自由・学習権に基づき、当然に本人に開示されるべきで、あるとすることはできない。

j芭)Iは也事j平5年 10月26日訟月 40巻 10号2464頁/特殊学級入級処分取消訴訟第一一審判決/部
却下、一部菜去IJ、一部認溶

。公立学校入学に際して、心身障害を有する子供を普通学級と特殊学級のいずれに入級させるかの

決定は、明交教育法28条3項により校長の権限に属し、子イ共及びその親にそれを選択するj、観Ijは
ない。

[原告} ・憲法二六条一項が保障する教育を受ける樹IJは、 -学習権を保障したものと解すべき
であり、また、河条二項は、親がその保護する子女に対し普通教育を受けさせる義務を負うと定め

るが、これは、その反面として、憲法が、全ての子どもに対し、普通教育を受ける権利を保障した

7 ことを意味する。
-心身障害を有する子どもを普通学級とは分離された特殊学級に所属させるならば、不当な疎外の

状況にさらされ、 ...屈折した心理のもとに子どもを置くことになって、 -・憲法二六条が保障す

る教育を受ける権利を侵害する結果となる。

{裁判所] ・ ・憲法二六条一項の「教育を受ける樹IjJを子どもの学習する樹Ijを中心として考
えなければならないとしても、同条が、子どもに対し、自己にj恋されるべき教育の環境ないし教育

内容を、当該子ども自らが決定する権能まで、付与したものじあるとの免特尺は、前述した同条の社会

権的性格lこ照らし、到底導き出すことができない。また、実質的に考えても、子どもが学習権の主
体であるからといって、人格の未熟を前提にその定成を目指すためι整至宝受ける壬どもが、自ら i
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教育環境も含めた教育内容を決定できるとしづ議論は、およそ健全な社会常識に合致しないものと

思料される。
...心身障害を有する子どもに対する学習権保障のあるべき内容は、憲法二六条の規定から自動

的に決まる問題ではなく、その時々におけるいわゆる障害児教育に関する科学と実践及び学校教育

体系全体とのかかわりにおける様々な~~~価や、これらについての利害関係者の議論を踏まえたと
で、極めて合目的的に判断されるべき事初である。

福岡高宮崎支半Ij平5年3月22IJ 4'1]タ 813号146頁/宮崎県立大宮第二副交懲戒処分取消請求訴訟
搾訴審判j決/持訴棄却

。高等学校教諭らの校長排斥行為、校務分掌業務拒否、授業放棄、校長室不法占拠、卒業式妨害等

8 を理由とする!豹夜処分(減給および停戦)につき、裁量権の滋用はないとされた事{51Jo
[裁判所1・ -控訴人らは、右は生徒間の無用の混乱を回避し、整然とした行動をとらせるため
のやむをえなし中告置で、あったと主張するが、控訴人らの授業放棄自体が違法であるうえに、右行為

は授業を受けている生徒の学習権的'受害するものであるから、右主張は到底採用できない。

神戸地半Ij平 5 年 2 月 22 日行裁{5IJ集 45 巻 12 号 2108 頁/コニホパの流入信徒公立1)~tJ専原級留置処分
事伺二第一審判決/詩求棄却

。公立工業高等専門学校において、 1ど4玄課目である体育の授業として履修を義務づけーられた剣道の
実技に、宗教団体の教義lこ従し¥参加をしなかった学生らに対して、校長がした房サ投留置処分は、裁
量権の逸J]見、 F訓 3がみられず、右学生らの信教の自由及び学習権を侵害したとはし¥えない。
{裁判所} ・原告らは、原告らが学生として憲法二六条 に基づく教育を受ける権利・・を十分

9 尊重されたうえ、公正、平等な教育上の評価を受け、進級し、各学年の教育を受けることができる
としづ内容を持った学習権が認められているが、被告が代替種自の履修を認めずにした本件処分に

よってその学習権が侵害されたと主張する。確かに、憲法二六条が子イ共の学習権を規定しているの

は原告らの主張するとおりであり、また、教育はその権利の充足を図りうる立場にある者の責務と

解される。しかし、そのことから、教育内容を誰がどのように決定するかが当然に導き出されるわ

けではなく、高等専門学校における教育内容は、 閣の定める大綱に従って教師が裁量的に決定

すべきものである。

東京!笥*1]平4年 10月30日判時 1443号30頁/{12:1.払
拡張請求棄却

。私立高校の生徒に対し、パーマを禁止する校員IJ及び自動車運転免許の取得を制限する校員IJに違反

10 
したことを理由としてされた自主退今場j告が、違法でないとされた事例。

[裁判所} ・ ・・教育J土、個人の尊厳、真理、平和を求め、個性豊かな人格の完成を I~lf信して行わ
れなければならず、子どもは、そのような教育を要求をする権利、人格の完成を目指して学習する

権利を有しているのであるから、教師、学校の行う?釣1支は、生徒の人格の完成、学習権の充足にと

って必要な場合にのみ、その目的に沿うように十分自己慮した上で、行われなければならない。

十113)二1地決平4年6月12日判時1438号50頁/行政処分Wri子停止申立事件/却下
。公立工業高等専門学校において、必須諜呂である体育の授業として履修を義務づけられた剣道の

実技に、宗教団体の教義lこ従し 1参加をしなかった学生らに対して、校長がした進級拒否処分及び退
学処分は、右学生らの信教の自由及び学習権に対する必要やむを得，ない制限であり、裁量権の逸脱

11 を認めることはできない。
{裁判所] .申立人は、 ...教育を受ける権利、学習権が侵害を受けたと主張する。憲法二六条は、

子供の学習権を規定しており、教育はその権利の充足をI~ りうる立場にある者の責務と解される
が、そのことから、教育内容を誰がどのように決定するかが当然に導き出されるわけではなく、国

の定める大綱に従って教師が裁量的に決定すべきもので、あることは、前述したとおりである。

東京地半Ij平3年6月21日半Ij時1388号3頁/{I2:徳i高校ノミーマ退学訴訟第一審判決/一部棄却、一
音1)却下

。パーマの禁止および運転免許の取得を制限する旨の私立高校の校則違反を理由とする自主退学

勧告が適法とされた事例。

{原告1・ ...教師、学校の行う?釣出土、生徒の人格の完成、学習権の充足にとって必要な場合に、
12 その目的に沿うよう十分語白書:したうえで行わなければならない。
{裁判所1・1判交が生徒に対し事実上の懲戒措置をとる場合には、生徒の学翠権を保障するために、
公正な手続によるべきことが要求されると解され、とりわけ本何謝J告のように生徒にもたらす不利

益が大きい措置をとる場合にはより慎重な手続によることが求められ、自主退f報 JJ告においては、
勧告を受ける生徒に対し勧告の理由を認識させ、それに対する弁明の機会を保11章することが最小限

度必要であると解される。

13 
神戸地決平3年5月 16日半1]タ 775号75頁/執行停止申立事件/却下
。宗教団体の教義に従って高等専門学校第一学年の体育授業としての剣道の実技に参加すること
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を拒否した学生ら玉名に対して行った校長の原級留置処分について、右学校には裁量権の逸脱およ

び濫用がなく、教育内容が適正に決定され、運用されているから、憲法26条の保障する学習権が
侵害されたということはできない。

{裁判所} ・申立入らは、教育を受ける権利、学習権の侵害を主張する。憲法一六条は、子供の学

習権を規定しており、教育はその権利の充足を図りうる立場にあるものの責務と解されるが、その

ことから、教育内容を誰がどのように決定するかが当然に導き出される訳ではなく、自の定める大

綱に従って教師が裁量的に決定すべきものである'"

宮崎地判IJs63年4月28日判タ 680号65頁/宮崎大宮第一両校事件/詰求棄却]

。県立高校定i昭和j課程の分間話虫立に伴い、在学生を新設校に転向 G京文通り、引用者注)させた措

置をめぐる授業放棄等の一連のi腕完違反行為を理由としてなされた、教員に対する?釣皮停職ないし

む説会処分が、裁量の範囲を超えたものではないとされた事伊L

{原告} ・大宮高校夜間部に入学を許可され、これを承諾して入学した生徒が、一片の了解をとる

相談を受ける機会も与えられずに、大宮第二高校ぺ転校せしめられたことへの不満を抱いたのは蓋
14 し当然の成り行きで、あった。県教育委員会がとった一方的独立と転校強制は、 -生徒の学習権を
無視した不当のものである。

{被告] -授業を受けている生徒は自己の当然の権利として授業を受けているのであり、

それを原告ら教師が多数決で決定したのだからそれに従えと生徒を指導することは、 生徒の学

習権をも不当・違法に侵害するものと言わなければならない。

{裁判所} ・ -原告らは、生徒間の無用の混乱を回避し、整然とした行動をとらせるためのやむ

をえない措置で、あったと主張するが、原告らの授業放棄自体が違法であるうえに、右行為は授業を

受けている生徒の学習権を侵害するものである・・。

千葉地半IJ昭62年 10月30日半iJ時1266号81頁/損害R副賞詰求事件/棄却
。高校で、バイクの免許を取らない、乗らない、寅わないのいわゆる三ない原則に違反した等の理由

で、生徒に自主退学勧告をした校長の措置に、違法はないとされた事例。

15 
{原告] ・原告には憲法二六条で保障された学習権ないしは教育を受ける権利があり、バイクを通

じての原告の学習ということも重視すべきである。

{裁判所} ・ ・原告はヌ材交が三ない原員IJを採用していることを承知の上本校に入学した以上、学
校の規則に従うべきことは当然であり、よ殻IJ違反を理由に処分を受けたとしても原告の学習権が侵
害されたということができないのは勿論である。

東京高半IJ昭61年3月19日最民集47巻5号4271頁/家永新斗書検定第一次訴訟控訴審判決/控
訴棄去n、何千帯控訴一部取消
。教科書検定に関して、教育の機会均等の確保と全国的な一定水準維持の要誇のため、教育の特質

等を語δ意しつつ、許容される目的のために国が必要かっ合理的と認められる関与ないしは介入をす

16 
ることは、教育の内容・方法に関するものであっても是認される。

{裁判所} ・右の規定(憲法26条、引用者注)は、第一項において、さきに述べたような教育の
もつ意義を背景として国民の菌家に対する教育詰求権、これを子どもの教育についていうならば、

子どもの学習権の前生を明らかにし υ ・たものであるが、右の憲法の規定からは一義的に、教育の

内容及びその方法をなんびとがどのように決定すべきかについての当面の問題点を直接解決しう

るような京詰命は直ちに導き出しえないものというほかない。

福岡i間半IJBs60年 12月11日行裁伊j集36巻11・12号 1921頁/就学権離忍請求事件/却下
。町および町教育委員会に対して子女を特定の町立小・中学校へ就学させる1鋲Ijを有することの確

17 
認を求める訴は、不適法である。

{裁判所1・ ・・子どものいわゆる学習権としづ憲法上の権利、理念をもってしても、果してどの
ような小学|交、中学校に子どもを就学させるヰきかとしづ具体的な基準は、一義的に明瞭になると

はいいがたい。

名古屋!間決昭58年3月29日朝j時1083号61頁/除籍処分執行停止申立事件/却下
。大学のカリキユラムを否定する県立芸術大学学生の卒業作品を不合格とし 再提出を許可せず救

済の機会を与えずに除籍処分をなしたことが、学長の裁量権の範囲を逸J説するものではないとされ
た事例。

18 
[申立人] ・除籍は、在学関係及び学生の学習権保障の基本にかかわる学校教育上の法的措置であ

るから、当該学生の学習権保障を十分にする手続が必要である。

{裁判所} ・けだし、し、かに学生の学習権の保障のため、教育的自白書、をつくすべきであるといって

も、そこには、自ら限界が存し、明らかに芸大卒業生の名に値いしない、成績不良の学生までも、

無理して卒業させなければならない義務が芸大当局に存するとは解せられなし 1からである。

-児来大学における学生は、教予言を受ける立場にあり、竺翠檀というも、それは、あくまで、大学
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所定のカリキュフムに従うことが要請されるのであり、大学における教育方針と全く対立する独皇な
の学習を、大学の正規の課程において実践することは、討こされないことであることは多吉を要し

し¥。

大阪地決B?:157年8月27日半Ij時1057号96頁/体育館取致禁止仮処分申請事伺二/却下
。生花釦普に対1志するため私立学校が計画した体育館の改築工事に対して生徒から求めた教育を
受ける権利の侵害を理由とする工事禁止の仮処分申請につき、憲法二六条一項は、 -・私人相互の

関係を直接規律することを予定するものではなし¥から、明交法人とはいえ私法人に過ぎない私立学

19 
校に対し|司法の同条項に基づいて直接具体的な何らかの権利を取得することはないとして教育を

受ける権利そのものを被保全権利とする仮処分申請が認められなかった事例。

{裁判所} ・ -憲法第二六条の規定は、もっぱらI~又は公共団体と個人(自民)との関係を規律
するもので、あって、私人相主Lの関係を直接規律することを予定するものではない。従って、申請人

らが、判交法人とはいえ私法人にすぎない被申請人に対し、憲法の右条項に基づいて亘接具体的なl
何らかの断Ijを取得することはあり得なししい

東京高半IjB?~ 57年5月 19日高民集35巻2号 105頁/麹i町中学内申書事件時訴審判決/変更、棄却
。学習権および進学権が万人に保障されたもので、あるとしても、高校への入学選抜の資料とするた

めの中学校の調査書が本人に有利にしか働かないとすることはできず、公立中学校の調査書に本人

に不利となりうる記載があることをもって、調査書作成・提出行為が違法となるわけで、はないとさ

れた事例。
{控訴人} ・ ・・被控訴人は、本件調査書の作成提出行為は、教育を受ける1続可ないし学習権の内
容をなす進明者を侵害するものであって、憲法二六条- . ~こj主反する旨主張するが、憲法二六条所

定の教育を受ける椴Ijは、いわゆる社会権的診憾の一種であり、同条は、実定法の規定を超えて

高等朝交へ進学する具体的権利を容認したものではない。

{被控訴人} この1、訴Ij(教育を受ける1訴Ijないし学習権、引用者注)は、人間で、ある以上当

20 
然に認められる基本的人権であるから、この権利の一内容をなす公正手続による進学の機会を保障

される権利(進学権)を姿意的に侵すことは許されないのである。

{裁判所} ・ -被控訴人のしづ学習権あるいは進学権が万人に保障されたものであるにしても、
各人の能力に応じた分量的制約を伴うものであることは......明らかで、進学に際し、上級学校によ

つてなされる能力による選抜が当然視されるのもその故である。 (中略) 。 -本人にと

って有利にしカイ動かない調査書制度なるものを想定することは不可能で、あるO

被控訴人は中学校を卒業しようとする者は、学習権の一内容として卒業式に出席する権利を

有し、この権利は中学校長の学校管理運営権限をもってしでも制限しえないもので、あると主張する

が、そのような具体的な学習権を実定法上認めるべき根拠はないし-教育を施す偵.IJとこれを受け

るf~JJの協調なくしては成立しえないものであるから、中学校生徒の斜交に対する学習権とは本質的
に受動的な朝交側あるいは教師側に協調しつつ教育を党け取る権利(憲法一六条も「教育を受ける

権利j としづ表現を)q弘、ている。)であって- 。

札幌地料招56年 11月 16日半Ijll寺1049号 110頁/慰籍料請求事件/莱去P
。公立街業高校において成績不良により生徒に対し原級留置の措置をとったとしても、成績評定に

不合理な点はなく、各担当教師は当該生徒に対し個別的指導をするほかに、保護者を呼出して面談

しi原級留置になるかも知れないので、勉学に励むように告げていたこと、)~対責不良は生徒に学習意欲
が欠けていたためであることを考慮すれば、担当初捕らが生徒の学習権を違法に侵害したものと認

めることはできない。

{裁判所} ・ ....子ども、生徒の学習する1新~Ijは、個別的な学校の設置主体とそこに在学する個々
の生徒との間の法律関係においては、後者の前者に対する私法上の権利としての性質を帯びると解

せられる(以下、右私法上の1訴Ijとしての生徒の学習する樹ゴjを f学習権j としづ。)。
-成績評定の具体的な基準の設定、判断などが教育的裁量に委ねられるのは、究極的には、生

21 徒の学習権を保障するためであるから、成績評定の具体的な基準の設定、判断などにあたっては、
生徒の学習権を不当に侵害しないように、客観的に公正かっ平等になされるべく語白意しなければな

らないものであり、殊に成績評定が具体的事実に基づかないか、成績評定に影響を及ぼすべき前提

事実に誤認がある場合、成績評定の基準を無視し、恋意的に成績評定をした場合、又は著しく合理

性を欠く基準により成績評定をした場合には、 生徒の学習権を違法に侵害するものというべき

である。

-単位不認定、原級留置が具体的事実に基づカないか、単位不認定、 j府長留置に影響を及ぼす

べき前提事実に誤認があるとき、単位認定、!剤投留置の基準を無視し、三子、意的に単位不認定、原級

留置としたとき、若しくは著しく合理性を欠く基準により単位不認定、腕汲留置としたとき、又は

単位不認定、尉'&留置の決定手続自体に著しし切蹴があるときには、 生徒の学習権を違法に侵
害するものというべきで、ある。
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-著しく合理性を欠く単儲忍定、腕投留置の基準により単位不認定、原級留置としたときには、
-・生徒の学翠権を違法に侵害するものというべきである。
-各科目担当の教師は、 当該科目につき授業などにおける教育指導の具体的な内容、方法
などを編成する権能を宥するものというべきであるところ、 -・各科目担当教宮市の広汎な教育的裁
量に委ねられていると解するのが相当である。もっとも、その内容、方法が著しく教育的自己慮を欠
く場合、殊に科目担当教師が成績不振の生徒に対し、これを全く無視して何ら教育指導をしなかっ
たようなときには、 -・生徒の学翠権を違法に侵害するものというべきである。
クフス担当の教師は、 担当クフスの生徒の学校生活をめぐる学習及び生活の両面にわた

って耳]言指導するなどのj儲 Eを有するものというべきであるが、 広汎な教育的裁量に委ねられl
ていると解するのが相当である。もっとも、その行使又は不行使が、著しく教育的自占書、を欠く場合、
殊にクラス担当教l知的稲妻不振の生徒に対し、これを全く無視して何らの学習及び生活指導をしな
かったようなときには、 ・生徒の学習権を違法に侵害するものというべきである。

東京地半IJBs54年3月28日判持921号18頁/麹Jl可ー中学内申書事件第一審判決/一部認容、一部葉
去fl

。高校不合格といわゆる内申書における行動および性格の記録欄の「基本的な生活習慣jその他の
三項目についてされたC評定との間に相当因果関係があり、かつ、右C評定がし 1ずれも教師の教育
評価権の裁量の範囲をi生脱した違法なものであるとして、当該生徒からの学習権侵害を理由とする
東京都および特別区に対する損害日剖員請求が認められた事例。
{裁判所} ・ 一-分類評定及ひ理由の付記は、生徒の右学習権を不当に侵害しなし 1ように、客観的

22 に公正かつ平等にされるべきであることはいうまでもない。したがって、評定が具体的な事実に基
づかなし¥か、評定に影響を及ぼすーべきM提事実の認定に誤りがあった場合、又は非合理的もしくは
違法な理由もしくは基準に基づいて分類された場合等には、当該評定は......違法というべきで

る。
...卒業式は ・教育活動そのものの一環であり、生徒にとって中制郊寺代の最後の学習をする

場で、ある。 ...全卒業生及び教師の参加する卒業式が実施される場合には、この式への参加は、生

徒の教育を受ける権利すなわち学習権の内容をなすものというべきであり、生徒はこれに出席する
権利を有するものというべきである。

ことと，憲法26条の表現から学習権は本質的に

受動的で，学校・教師側から教育を受け取る権

利であることにある。

入の拒否を承認するものであり，学習権の自由

権的側面の典型的な例である。

-小学校長は，特殊学級に所属する個々の児童

について，具体的な教育計画を策定する義務

を当然に負っていると解するのは相当ではな

い (4)

これは，学習者の個別的な教育計画の作為請

求権は否認するが， I聾害の程度に応じた特別の

配慮と，個性に応じたより弾力的な対応を保障

するために，学習権の反射として教師の裁量を

保障することによって，結果的に学習権を保障

するという論理に拠っている。

⑦発達権

②-1 承認するもの

-誤った知識や一方的な観念を子どもに植え付

けるような内容の教育を施すことを強制する

国家的介入は許されない(2)

これは，学習内容に関する国からの不当な介
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-教師，学校の行う懲戒は，生徒の学習権の充

足にとって必要な場合にのみ，その自的に沿

うように十分配慮した上で行われなければな

らない(10)

-学校が生徒に対し事実上の懲戒措置をとるに

あたり，とりわけ不利益が大きい措置がとら

れる場合にはより慎重な手続によること，自

主退学勧告においては，勧告の理由を認識さ

せ，弁解の機会を保障することが必要である

(12) 

-成績評定の具体的な基準の設定，判断などに

あたり，成積評定が具体的事実に基づかない

場合，成績評定に影響を及ぼすべき前提事実

に誤認がある場合，成績評定の基準を無視し

て恋意的に成績評定をした場合，著しく合理

性を欠く基準により成績評定をした場合に，

生徒の学習権は侵害される (21，22)



-単位不認定，原級留置が具体的事実に基づか

ないか，単位不認定，原級留置に影響を及ぼ

すべき前提事実に誤認があるとき，単位認定，

原級留置の基準を無視し，三さ意的に単位不認

定，原級留置としたとき，著しく合理性を欠

く基準により単位不認定，原級留置としたと

き，単位不認定，原級留置の決定手続自体に

著しい液抗があるとき，生徒の学習権は侵害

される(21)

-著しく合理性を欠く単位認定，原級留置の基

準により単位不認定，原級留置としたとき，

生徒の学習権は侵害される(21)

これらは，学習権をもって，不正・不平等・

非合理的な懲戒，成績評定，単位不認定，原級

留置の拒否を承認するものである。

②-2 否認するもの

.学習権の規定から教育内容を誰がどのように

決定するかは当然に導き出されるわけではな

しi(2，9，11，13，16) 

-個々の生徒がどのような内容の教育を受ける

かについて，国-自治体に対して具体的に要

求することはできない(3)

-学習権に基づき調査書を本人に開示すべきで

あるとすることはできない(6)

学習権をもってしでも，どのような小・中学

校に子どもを就学させるべきかという具体的

な基準は明らかにならない(17)

これらは，学習権の自由権的側面が保障され

るよう屈に対して条件整備を請求する権利を否

認するものである。その論理は，憲法26条が学

習権の理念を抽象的に規定するものではあって

も，その具体的な権利内容は明らかでないため

承認できないというものであり，結果的に国の

裁量を容認している。

-子どもが自ら教育環境も含めた教育内容を決

定できるという議論は，およそ健全な社会常

識に合致しない(7)

これは，人格や判断能力の未熟を原因として，

学習者の教育内容決定権を否認するという論理

に拠っている。

-学校の規別に違反したことを理由に処分を受

けたとしても，学習権が侵害されたというこ

とはできない(15)

-学習権といっても 大学における教育方針と

全く対立する独自の学習を，大学の正規の諜

程において実践することは許されない(18)

これらは，学習者が校則や大学所定のカリキ

ュラムに従わない場合には 規定の処分により

学校が学習者の学習行為に介入したとしても，

裁量権の逸脱がない限り 学習権を侵害された

ということはできないという論理に拠っている。

①教育へのアクセス権…なし

④公教育運営への参加権…なし

①権利内容の全体に関わるもの

-授業などにおける教育指導の内容-方法が著

しく教育的配慮を欠く場合，殊に科目担当教

師が成績不振の生徒に対し，これを全く無視

して何ら教育指導をしなかったようなとき，

生徒の学習権を侵害する(21) 

・クラス担当教師の，生徒の学校生活をめぐる

学習及び生活の両面にわたって助言指導する

などの権能について，その行使・不行使が，

著しく教育的配慮を欠く場合，殊にクラス担

当教師が成績不振の生徒に対ーし，これを全く

無視して何らの学習及び生活指導をしなかっ

たようなとき，生徒の学習権を侵害する(21) 

これらは，学習権の南側面が同時に記述され

たものである。例えば，授業などにおける教育

指導の内容・方法が著しく教育的配慮を欠く場

合にそのような授業を拒否できるのは，②-

1(2)と同様に不当な介入を拒否するという自由

権的側面であるが何ら教育指導をしなかった

ようなときに教育指導を請求できるのは，①-

1(8，14)と何様に授業の実施を請求するという

社会権的側面である。

-学習権をもって学校法人等の私人に対し直接

具体的な何らかの権利を取得することはでき

ない(19)



-学習権は，個々の生徒の，個別的な学校の設

置主体に対する私法上の権利としての性紫を

帯びる (21)

これらは，学習権の権利内容と関連して，そ

の保障を請求しうる対象についても議論が存在

していることを示している。

学習権の両側面について 裁判において争点

になりやすい傾向と承認されやすい傾向を把握

するため，分類の結果を量的に整理すると，表

3のようになるω。

4.考察

量的にみると， 22件の判例から，学習者を権

利主体とする学習権の権利内容に触れた記述は

33件抽出された。これらの記述の内容を結城

(2007)の4区分を枠組みとして分類すると，学

習権の自由権的側面を示す②発達権が18件と，

社会権的側面を示す①ミニマムの保瞳を求める

基本権の11件と比べて多かった。②の方が①よ

りも裁判で争点になりやすいということがいえ

る。これは，そもそも学習権という概念が教育

を受ける権利の自由権的側面を強調して解釈す

るものであることを考えれば，自然な結果であ

る。

その一方で，それぞれの権利内容が承認され

たか否認されたかをみると，①においては，権

利内容を承認するものが11件中9件とほとんど

であったのに対し，②においては，権利内容を

否認するものが18件中日件と過半数をしめてい

る。②の方が，①よりも学習権の権利内容が承

認され難いということがいえる。これは，②-

2の結果から考察するに，自由を請求するという

②の性質上，自由を請求できるだけの学習者の

判断能力や，校員Ij.カリキュラムの規定との調

整が関われることが要因である。

質的にみると，社会権的側面については，典

型的には授業の実施や教育的配慮を請求するこ

とが承認されていた。卒業式に出席する権利に

ついては①-1(22)が承認する一方，①-2(20)

は否認するという正反対の判断が表れていた。

検討すると，たとえ卒業式に出席する権利につ

いて「実定法上認めるべき根拠はなJ(20)く学

習権が受動的な権利だとしても，卒業式に出席

する学習者の権利を否認した場合，教師が学習

者について「学習をする場J(22)である卒業式

に怒意的に出席させず学習の機会を奪ったとし

ても法的な問題が生じないという，不合理な帰

結にいたると考えられる。

自由権的側面については，典型的には学習内

容について留からの不当な介入を拒否すること

が承認されていたほか 不当な懲戒・原級留置

を拒否することも承認されていた。その一方で，

学習権の規定が抽象的であるために権利内容が

明らかでないという批判が存在した。例えば

②-2 (6)では，原告は「教育情報の開示請求権

は学習権の内容として憲法二六条の保障を受け

るJと主張したが，裁判所は「憲法から直接導
き出されるものではなく 本件条例により創設

的に認められた権利であるというべきであるj

と判断されていた。

5.結論と今後の課題

学習権は，教育を受ける権利の自由権的側面

を強調して学習者に保障しようとしてきた。し

かし，判例から学習権の権利内容を分析すると，

その権利内容は，確かに自由権的側面の方が社

会権的側面よりも裁判で争点になってきたが，

承認はされてこなかった。そのため，教育を受

ける権利の自由権的側面における権利内容も，

承認されてこなかったということが明らかにな

った。

表3 判例にみる学習権の権利内容の件数の内訳

承認するもの

否認するもの
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今後，教育を受ける権利の自由権的側面にお

ける権利内容を明らかにするためには，学習権

との関係における，自由を請求できるだけの学

習者の判断能力に関する原理や，校則・カリキ

ュラムの規定との調整に関する原理を明らかに

する必要がある。

注

( 1) URLは http://wVf¥ν.d1-law.com/(参!青年月

日 :2015. 10.28)。

( 2 )検索結果として示される判例の一覧について

は松原 (2014) を参照 (2014年6月時点の情報)。

(3 )向ーの事件でも 審級により「学習権Jとい

う語を用いるか否かが異なる場合がある。ここ

では「学習権jという誌を用いる判例のみを対

象とする。

(4) 22件の判例における，裁判所が「学習権jと

いう語をmいる箇所すべての前後の文j既につい
ては，松原 (2014)を参照。ただし，本稿の表2

は，松原 (2014)の表2と異な 1;，対象を学習権

の権利内容に関する記述を含む半IJ例に限定し，

裁判の要旨を記載した上で，記述は容認または

否認されている権利内容を把握できる程度に留

め，さらに把握に必要な原告・被告等による記

述を含めている。

( 5 )異なる判例において同じ権利内容が記述され

ている場合は，判例ごとに件数を数える。
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Content of Rights from the Aspect of Civil Liberties 

and the Right to Receive Education: 

Focusing on ludicial Precedents about the Right to Learn 

Yu MATSUBARA 

The right to learn theory sets the freedom to learn as a basic principle and emphaticaI1y interprets that the 

right to receive education is derived not on1y from the aspect of social rights but also合omthe aspect of civi1 

liberties. The purpose of this paper is to clarify from what 10gic the content of rights from the aspect of civi1 

1iberties on the right to receive education is approved by the concept of the right to learn by means of analyzing 

judicial precedents about the right to 1earn and considering the meaning of interpreting the right to receive 

education as the right to 1earn. 

Quantitatively， there were 33 descriptions found about the content of rights on the right to learn extracted 

from 22 judicial precedents. From the aspect of civi11iberties， there were 11 descriptions denying the content of 

rights from 18 judicial precedents， meaning more than half the cases， while from the aspect of socia1 rights， 

there were 9 descriptions approving the content of rights from 11 judicial precedents， meaning near1y 90%. 

Based on this outcome， it can be considered that the content of rights is more difficult to gain appr縄oval合omthe 

aspect of civi11iberties than irom the aspect of socia1 rights. 

Qualitative1y， from the aspect of civil 1iberties， learners typically found approva1 to demand classes and 

educationa! consideration. From the aspect of civil liberties， !earners typica!ly found approval to refuse 

unreasonab!e interference about educationa1 content， and unreasonab1e reprimands as well as grade repetition. 

On the other hand， there has been criticism that provisions of the right to 1earn are too abstract to clarify its 

content of rights. 

What relationship does the content of rights from the aspect of civi11iberties of the right to 1earn have with 

provisions of schoo1 regu1ations or curricu1ums， and the judgment ability of 1earners? Remaining prob1ems will 

1ead to the deve10pment of a theory based on these points of view. 
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